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は じ め に
計量経済モデルにおいて一般によ く置かれ る仮定の うちの1つ に,誤 差
項の分散が均一である,と いうものがある。この仮定が満たされないと,
係数パラメータの最小二乗推定量の分散が大 きくなり,効 率性の観点から
望ましくないとされている。
この分散均一性の仮定が満たされているか どうかを調べ るために,い ろ
いろな検定が提案されてきているが,そ の うちの1つ がゴール ドフェル ド・
クォン ト検定である。
本論では,こ の検定の内容 を後付けたあとで,こ の検定の持つ問題点を
考察ずる。
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第1節 ゴール ドフェル ド・ク ォン ト検 定 の 内容
ゴー ル ドフェル ド・クォン ト検 定の 原典 は,ゴ ー ル ドフェル ド(Stephen
M.Goldfeld)'と クォン ト(RichardE.Quandt)によって1965年 に発表 さ
れた論文ωであ る②。
この 原論 文 の中 では,パ ラメ トリック検定 とノンパ ラメ トリック検定 の
2つ が論 じられて いるけれ ど も,現 在計量経 済モデ ルにお いて分 散均一 性
の検 定 として一般 に よ く取 り上 げ られて い るのは,パ ラメ トリック検定 の
方 で ある。
そこで本 論 では,ゴ ール ドフェル ド・クォ ン ト検 定 と言 えば,そ のパ ラ
メ トリック検定 を指す ことと し,そ の 内容 を原論文 に沿 って後付 け る こ と
にす る。
まず,計 量経 済 モデル を次の よ うに与 え る。
y==偽+α1κ1f+…+amxmx+u,(z=1,…,n)(1-1)
だ だ し,鍛:被 説明変数
x,;,…,κ伽:説 明変数
偽,a,…,an:推 定すべ き係数パ ラメー タ
%〆 誤差項
η:デ ー タ数
であ る。
さ らに 殆 を確率 変数 とみな した上 で,以 下 の仮定 を置 く。
仮 定(1)E(u;,=0(2=1,…,n)
ただ しE(u;)はu;の 期待値 で ある。
仮 定(2)v(u.)=φf2σ2(2=1,…,n)
ただ しV(u;は,u,の 分散 であ る。 また φ～は既知 数 で,σ2は 未知 の正定
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数 であ る。
仮定(3)Cov.(u,,1u;,=0(i≠ブ;2,ブ=1,…,n)
ただ しCov.(u;,u;)は,u;とu,の共分散 であ る。
仮 定(4)説 明変数 は,非 確 率変数 であ る(3)。
仮 定(5)誤 差項 は正規分布 に従 う。
以上 の仮定 の もとで,殆 の分 散が均 一 である とい う仮 説 をパ ラメー タで
表 現すれ ば,
「φ12σ2ニφ22σ2=…=φ 。2σ2」
とな る。分散 不均一 の場合 には,(1/φ ∂をウェ イ トとす るウェイ ト付 き最
小 二乗法 に よって係数 パ ラ メー タを推 定す るのが良 い とされ てい る。 それ
は,モ デル(1-1)の 両辺 に(1/φf)を 掛 け るこ とに よって得 られ るモ デル
釜 一晴+噺+…+am+v,(2=1,…,n)(1-2)
の誤差項v;の 分散 が均一 とな り,し か も係数 パ ラメー タの推定 量が最小 分
散 不偏推定 量 とな るか らであ る。
さて ゴール ドフ ェル ド ・クォン ト検 定 では,初 個 の説明変数 の 中で,φ ∫
の役割 を果たせ る,い わばデ フレー タに相 当す る説 明変数 を1つ 取 り上げ
て(こ こで は κ伽 とす る。),κ伽 につい ての η個 のデー タを小 さい順 に並 べ
変 える。 そ してその順番通 りに,他 の説 明変数 と被 説明変数 のデー タも並
べ 変 え る。
次 に,中 央 に位置 す る ん個 のデー タ を捨 てて,κ 漉 に関 して小 さいデー タ
グルー プ と大 きいデー タ グルー プ とに分 け る。 ただ し 々は
(n-k)/2>(m一 ト1)
を満 た し,か つ{(n-k)/2}個 のデー タの 中に少な くとも 吻+1)個
の異 な るデー タが あ るよ うにす る。
こ うして得 られ た2つ のデー タグループ を用 いて,モ デル(1-1)に 最小
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二 乗 法 を 適 用 し て,残 差 を 求 め る 。
つ ま り,小 さ い デ ー タ グ ル ー プSに 対 し て は,
y.=島 。+殊 κh+…+am。 κ履+e;。(1-3)
と し て 残 差 εご。が 決 ま り,大 き い デ ー タ グ ル ー プ ∂に 対 し て は,
y.=裁)う 十 虜1δκ1ご十 … 十 ∂ηzがτη寛十ere(1-9)
と し て 残 差 砺 が 決 ま る。
こ の 残 差 の 平 方 和 を 作 り,θf。 の 平 方 和 をS,砺 の 平 方 和 を 亀 と表 記 す
る 。 す な わ ち
S,=Σ6f。2,亀=Σ θごδ2
ゴ ∫
であ る。 た だ し総和 は,当 該 デー タ グルー プに属 す る かにつ いてすべ て と
るもの とす る。
この とき,S、 と 亀の比 を
R=亀/S,
とす る と,Rは 帰 無仮説
Ho:「V(㊨=(定 数)(た だ し,Z=1,…,n)」
の もとで,自 由度
("一 ん毛2　 2,"一 ん毛2　 2)
のF分 布に従 うことがわかっている。
ところで,κ顔の値が大きくなればなるほど,対 応す る残差の絶対値 も大
きくなる傾向があるので,Sはsよ り大きくなる傾 向がある。
そこで,Rは1よ り大 きい値 をとる傾 向があることがわかる。よってF
分布の1よ り大 きい側に棄却域を設けて片側検定を行い,Rの 値が棄却域
に入れば,帰 無仮説Hoを 棄却 し,モ デル(1-1)の 誤差項の分散は均一で
ないと'結論することになる。
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第2節 ゴール ドフ ェル ド ・ク ォ ン ト検定 の 検討
ゴー ル ドフェル ド・クォ ン ト検 定 では,検 定統計 量hが1よ り大 き くな
る傾 向 があ るい うことで,片 側検定 が採 用 され てい た。
この ようにhの 値 が1よ り大 き くなる とい う根拠 は,前 節 で述べ た よ う
に,デ フ レー タに相 当す る κ海 の値 が大 き くなればなるほ ど残差 の絶 対値 も
大 き くな るとい う傾 向 にあ る(4)。
しか しモデル(1-1)に お いて,鈍 を消 費水 準,そ の説 明変数 のmを1
として,そ の 唯一 の説 明変数 κゴを所 得水準 とみ な した ときに得 られるモデ
ル
ツf=偽 十α1κ汁 πf
に対 して,30組 の デー タを入手 して⑤,最 小二 乗法 を適用 し,残 差6fを 求
め てみ る と,表2-1の よ うに な る。
表2-1を 見 る と,x,の 増 大 と共 に,残 差e;の 絶対値 が増 え る傾 向は確 か
に あ るけれ ども,例 えば ∫=26,27の よ うに,そ の傾 向か らはずれ る値 も
あ るこ とが わか る。
さ らに,こ の30組 の デー タは,説 明変数 κごの値 の小 さい順 に並 ん でい る
の で,そ の 中央 のデー タ8組 を取 り除いて2つ のデー タ グルー プに分 け,
(1-3),(1-4)の よ うに最:小二乗法 を適用 して残 差 θ∫、と θめ を求め てみる と,
表2-2,表2-3の よ うに な る。
これ らの表 を見て も,例 えばZ=21の ときには,上 記 の傾 向が逆転 して
い るこ とが わか る。
そこで,デ ー タをグループ分 けす る際 に,デ フ レー タに相 当す る説明変
数 の値 の小 さい順 に並べ 換 えるので はな く,残 差 の絶対値 の小 さい順 に並
べ換 え るとい う方法が考 え られ る。つ ま り,φfを1θ 」とみ なす のであ る。
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表2-1全 デ ー タx;に 対 す る残 差e;
ガ κ∫ e,
1 6342 480.39195
2 7039 475.92987
3 7681 654.64056
4 8328 664.24464
5 9554 610.30274
6 11169 529.86623
7 13280 525.05356
8 15003 644.9141E
9 17713 636.12907
10 20308 679.79611
11 22842 856.56384
12 26157 1103.87838
13 30349 910.89271
14 34821 981.93664
15 40751 671.4917E
16 47749 一100..12602
17 52893 679.98815
18 62562 266.61764
19 77555 一1343.47684
20 98195 一4906.58181
21 112000 一5634.94466
22 126028 一5451.4625e
23 138217 一5144.56754
24 148664 一2413.92803
25 159078 855.81512
26 172744 82.61616
27 183314 64.23294
28 192235 3659.21121
29 201461 4390.68600
30 211816 4569.88721
この よ うに考 え られ る根拠 は2つ あ るよ うに思 われ る。
今,(1-3)の6ご 、と(1-4)のereを,そ れ ぞれ母 分散 を σi2,62.(σ12≦ σ22)
とす る正規母 集 団か ら とられ た標本 であ る と考 えるこ とにす る。
この標本 か ら得 られ る分散 を,そ れ ぞれS12,S22と すれ ば,標 本 の大 きさ
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表2-2分 割 されたデー タx,に 対する残差 θご。
ゴ x, θゴ5
1 6342 一46.45035
2 7039 一60.56621
3 7681 109.25246
4 8328 109.89527
5 9554 38.97267
6 11169 一63.83238
7 13280 一97.88344
8 15003 一1 ,88721
9 17713 一48。20714
10 20308 一40.48213
11 22842 101.1884E
表2-3分 割 されたデータx;に 対する残差e;,
z x; θfδ
20 98195 2121.72029
21 112000 一8 .39465
22 126028 一1249.30785
23 138217 一2180.07716
24 148664 一510.22025
25 159078 1702.09113
26 172744 一458.74589
27 183314 一1550.40105
28 192235 1138.74383
29 201461 933.41569
30 211816 61.17595
が いずれ も{(n-k)/2}で あ るこ とを考慮 して,S、2とs22は,そ れ ぞれ σ12,
62zの 不偏 推定 量 よ り
S・一聡/n-k-2m-22
》 一斑/n-k-2m-22
(ただ し総和は,当 該デー タグループに属する かについてすべてとることと
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す る 。)と 与 え ら れ る(6)。
と こ ろ が,こ のS1:,S2.と 母 分 散612,σ22を 用 い る と,
n-k-2m-2
2s,z/a'・
樋 警 一2》/62.
が独 立に,自 由度{(y-k-2〃z-2)/2}のκ2分 布 に従 うこ とがわか って
いるωの で,そ の比Fは,自 由度
(n-k-2m2-2,　 々毛2　 2)
のF分 布 に従 う。
ところで,こ の 比Fは,簡 単 に した形 で
Ee;b'/σ セ2
F一 飯/
q・
ご
と書 く こ と が で き る の で,仮 説 「6[2=σ22」 の も と で,
Σ θごδ2/Σ6ガ。2
ごf
という統計量は,自 由度
(n-k-2m2-2,n-k-2m-22)
のF分 布に従 うことになる。
そこで検定統計量hは,モ デル(1-1)の 誤差項において,相 対的に小 さ
い可能性のある分散の不偏推定量 と,相 対的に大 きい可能性のある分散の
不偏推定量の比と解釈す ることができる。
このように残差を用いて誤差項の分散の大きさを推定 している以上,説
明変数の小さい順にデー タを並べ換えて誤差項の分散の大小 を評価するよ
りも,残 差の絶対値の小 さい順にデータを並べ換えて誤差項の分散の大小
を評価 した方が,よ り直接的で正確ではないか というのが第1の 根拠であ
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る。
さらに第2の 根拠 として,説 明変数による並べ換えには,デ フレニ タに
相当する説明変数 を,窺 個の説明変数の中からどのように して選ぶのかが
明確 でないという問題点があ り,ま た何 らかの方法でデフレー タに相当す
る適切な説明変数 を特定できたとして も,モ デル(1-2)の φfをその説明
変数 で置 き換えることによって得 られる分散均一なモデルの経済学的な意
味付けが困難 となる場合があることが挙げられる。
以上の根拠により,ゴ ール ドフェル ド・クォン ト検定におけるデー タの
並べ換えの部分 を,「デフレータに相当する説明変数の小 さい順に並べ換え
る」代 わりに,「 残差の絶対値の小 さい順に並べ換 える」ことによって,ゴ
ール ドフェル ド・クォン ト検定を検討 してみることにする。
具体的には,ま ずモデル(1-1)に 対 して,す べてのデータを用いて最小
二乗法を適用 し,残 差e;(Z=1',…,r)を 算出す る。
次に,こ の η個の残差 を絶対値の小さい順に並べ換え,そ れに応 じて説
明変数 と被説明変数のデータも並べ換える。そ して中央の 々個のデータを
取 り除き,小 さいデータグループと大 きいデータグループ とに分け る。
その上で,前 節と同様に,各 々のデータグループを用いてモデル(1-1)
に最:小二乗法を適用 し,各 々のデータグループに対応する残差 を求め,そ
れぞれの残差の平方和 を作 ってその比をとり,そ の比をもって検定統計:量
とす る。
この検定統計量は,帰 無仮説 璃 の もとで,や は り自由度
(y一 々毛2　 2・n-k-2m2-2)
のF分 布に従 うので,F分 布の1よ り大 きい側に棄却域を設けて片側検定
を行い,検 定統計量の値が棄却域に入れば帰無仮説Hoを 棄却 し,モ デル(1
-1)の 誤差項の分散は均一でない と結論することになる。
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第3節 検出力による考察
ここでは,ゴ ー ル ドフェル ド・クォ ン ト検定 と,「 残差 の絶 対値 の小 さい
順 に並 べ換 え られ た」検 定 との検 出力 を比較 してみ るこ とにす る。
ゴー ル ドフェル ド ・クォ ン ト検定 の原論 文 では検 出力 が試算 されて いる
の で,そ の計 算方法 に ならって算 出す る ことにす る。
まず モデ ルは,簡 単 のため にm=1と して
yご=偽+α1κ 汁 殆(i=1,…,n'(3-1)
とす る。 そ してnは30と 設定す る。 また捨 て られ るデー タのkは8と 設
定す る。
次 に説明変数 κごにつ いては,平 均 値 を20,標 準偏差 を5と 設定 した上 で,
一様分 布 に従 う乱数 を η個 発生 させ ,そ れ を もって説明 変数 のデー タ とす
る。 た だ し原論 文 にな らって κご≧1を 満 たす デー タを採 用す る。
誤差 項 殆 につ いて は,上 で求 めたデー タに対 して,標 準正規分 布に従 う
n個 の乱数 を100組 発生 させ,そ れ を充て るこ とにす る。
最 後 に被 説明変y,に つ いては,モ デル(3-1)に お いて 偽=10,a=1
と仮定 した上 で㈹,x,の デー タ と 碕の値 を代 入す るこ とに よ り求め る。
さて検 出力は,帰 無仮 説 瑞 が偽 で ある ときに 瓦 を棄却 す る確率 として定
義 され るが,モ デル(3-1)の 両辺 を κ∫で割 った新 たなモデル
⊥ 一 偏 ⊥+a ,+v;(i-1,…,r)(3-2)
x,x,
にお いて,「 誤差項 防 の分散 が均 一 であ る」とい う仮 説 を 私 とす ると,私
が真 であ る とき,
yω 一γ(殆x,)一÷ 嘲 一(定数)
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となるので
V(u;;=x,×(定 数)
とな り,帰 無仮 説 瑞 は偽 となる。
そ こで,モ デ ル(3-2)に お いて誤 差項v,が 分 散均一 であるか ど うか を調
べ る検定統 計量の値 を,ゴ ー ル ドフ ェル ド ・クォン ト検 定 と 「残差の絶 対
値 の小 さい順 に並べ 換 え られ た」検 定 とに従 って,そ れ ぞれ100個 ずつ求 め
る。
そ して その うちで帰 籍仮説 瑞 の棄 却域 に入 る個数 を数 えあげ,そ の比率
を もって検 出力 とす るこ とにす る。
今,y=30,k=8,m=1で あ るの で,検 定統 計量 は帰 無仮説Hの も
とで,自 由度(9,9)のF分 布 に従 う。 そ こで有意水 準 を5%と す ると,
判定点 は3.18で あ る。
そ の結 果,ゴ ー ル ドフェル ド ・クォン ト検 定の検 出力 は0.46(原 論 文 で
は0.45で あ る(9)。),「残差 の絶対値 の小 さい順 に並 べ換 え られ た」検定 の検
出力 は1.00で あった。
おわ りに
今回の試算にあたっては,明 治大学情報科学センターの方々に大変お世
話にな りました。
特に二宮智子年生には,乱数発生のプログラムを作 っていただきました。
また松崎英樹先生には,コ ンピュータの操作について御教示 をいただきま
した。
ここに記 して感謝の意 を表 します。
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《注 》
(1)Goldfeld,S.M.andQuandt,R.E,"Sometestsforhomoscedasticity"in
AmericanStatistics1Associationノ∂z6ηzα4(Junel965),pp.539-547;
(2)廣 松 毅 な ど 『計 量 経 済 学 の 実 際 』 新 世 社,1990年,155ペ ー ジ 。
(3)原 論 文 で は,「 説 明 変 数 が 確 率 変 数 で あ る 場 合 に は,誤 差 項 と独 立 に 分 布 す
る 」 と い う仮 定 も付 加 さ れ て い る 。
しか し そ の 場 合 に は,モ デ ル(}2)の φfに ん瓶 を代 入 した と き の モ デ ル の
誤 差 項 鋳 の 分 散 が
V(v;)=V(祝 ノκ珈)
=E(1/κ 襯2)×V(の
=E(1/κη、2)×砺2σ2
=κ 雁2×(定 数)
と な る た め,均 一 と な る と は 限 ら な い 。
そ こ で,本 論 文 で は,こ の 仮 定 を省 い た 。
(4)G.S.マ ダ ラ(和 合 肇 訳)『 計 量 経 済 分 析 の 方 法 』マ グ ロ ウ ヒル,1992年,124
ペ ー ジ 。(G.S.Maddala,IntroductiontoEconometric,MacmillanPublish-
ingCompany,1988.)
(5)1955年 か ら1984年 ま で の 年 次 デ ー タ(単 位 は10億 円)で あ り,次 の 文 献 か
ら の 引 用 で あ る。
1955年 か ら1970年 まで の デ ー タ に つ い て は,経 済 企 画 庁 編 『長 期 遡 及 推 計
国 民 経 済 計 算 報 告 』 大 蔵 省 印 刷 局,1988年 。
1971年 か ら1984年 まで の デ ー タ に つ い て は,経 済 企 画 庁 編 『昭 和60年 基 準
改 訂 国 民 経 済 計 算 報 告 』 上 巻,大 蔵 省 印刷 局,1991年 。
な お,消 費 水 準 に は 名 目家 計 最 終 消 費 支 出,所 得 水 準 に は 名 目家 計 可 処 分
所 得 を充 て た 。
(6)吉 野 直 行 な ど 『パ ソ コ ン 計 量 経 済 学 入 門 』 多 賀 出 版,1993年,44・45ペー
ジ。
(7)佐 和 隆 光 『計 量 経 済 学 の 基 礎 』 東 洋 経 済 新 報 社,1972年,76ペ ー ジ。
(8)GoldfeldandQuandt,ρρ.6".,p.541.に よ り,検 定 統 計 量 は,推 定 す べ き
係 数 パ ラ メ ー タ と独 立 で あ る の で,こ の よ うに 仮 定 して も検 出 力 の 比 較 に影
響 は な い 。
(9)Ibid.,p.544.た だ し有 意 水 準 は 明 らか で は な い。
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